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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 5,890 14.2 △254 ― △787 ― △1,443 ―

23年3月期 5,156 △4.9 △165 ― 24 ― △323 ―

（注）包括利益 24年3月期 △1,438百万円 （―％） 23年3月期 △328百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 △16.92 ― △41.2 △4.3 △4.3

23年3月期 △3.94 ― △7.8 0.1 △3.2

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 17,984 2,827 15.7 32.67
23年3月期 18,971 4,191 22.1 49.07

（参考） 自己資本   24年3月期  2,826百万円 23年3月期  4,184百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 100 80 △74 517
23年3月期 △322 142 105 412

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

25年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,450 48.4 100 ― △50 ― △50 ― △0.59

通期 9,750 65.5 550 ― 200 ― 200 ― 2.34



※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 86,505,413 株 23年3月期 85,280,413 株

② 期末自己株式数 24年3月期 14,751 株 23年3月期 14,751 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 85,299,224 株 23年3月期 82,135,716 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 1,124 16.0 7 ― △342 ― △1,163 ―

23年3月期 969 △63.9 △48 ― △268 ― △941 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 △13.64 ―

23年3月期 △11.46 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 13,757 2,716 19.7 31.38
23年3月期 14,566 3,838 26.3 44.93

（参考） 自己資本 24年3月期  2,714百万円 23年3月期  3,831百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により予想数値と大きく異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、添付書類２ページ「（１）経営成績に関する分析」をご
覧ください。 
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（１） 経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧州債務危機に端を発した世界経済の減速と円高の進行とが輸出や国内

生産の停滞を招き、投資意欲や消費意欲はともに低調で、デフレは一層の深刻化が進みました。さらに東日本大震

災の復興財源の確保や電力問題、増税議論などが、経営者や消費者の景気先行きへの警戒感を高め、景気の自律回

復を阻害する要因となりました。年度末に内需が復調したと言われたものの輸出関連は依然として慎重で、経済回

復は「全体はおおむね横ばい」と日銀総裁も評価せざるを得ない状況に、わが国経済は終始しました。円高と原発

問題は海外訪日旅行客の減少を招き、デフレによる客室販売単価の低下傾向に拍車をかけ、ホテル業界をとりまく

環境は極めて困難な状況で推移いたしました。 

このような厳しい経済状況にもかかわらず、当社グループは平成23年４月に、グループホテル棟数のさらなる拡

大を図りました。マスターリース方式の新規開業による『ベストウェスタン ホテル京都』、『カンデオホテルズ 

ザ・博多テラス』、ホテル運営会社の株式取得による『ホテルプリシード名古屋』（平成23年12月より『ベストウ

ェスタン ホテル名古屋』にリブランドオープン）の３棟であります。これにより当社グループの受託ホテル棟数は

19棟となりました。 

また、平成23年９月28日に発表いたしました東日本大震災復興支援第１号プロジェクトの本格始動により、当社

グループが企図する復興支援への貢献がスタートいたしました。具体的には、復興事業従事者向けの中長期滞在型

宿泊施設『バリュー・ザ・ホテル』事業の展開であります。当社グループのビジネスホテル事業のサービスに、さ

らに災害復興のニーズを満たす価値を付加し、デフレ時代にふさわしい価格で提供する新しいコンセプトのホテル

サービスです。民間資金による民間主体のプロジェクトは、その迅速性を最大限に活かすことで、復興への直接貢

献の機会増大が期待され、発表後は被災地の皆様や復興事業者から、大きな反響を頂戴いたしました。 

当初はこの手法による資金調達は、その後に続く予定のプロジェクトにも応用可能であり、開業の迅速化を図れ

るものと期待いたしましたが、政府の復興予算の執行の遅れや被災地自治体等の復興計画の遅れなどが私募ファン

ド投資家候補の判断を慎重にしたことで、予想以上に難易度が高いものとなりました。そのため、金融機関の借入

れや公的制度の助成など、様々な調達方法との併用を検討してきましたが、震災復興支援事業は開発型のプロジェ

クトであり、借入れをする場合には事業候補地の不動産がその引き当てとなるところ、事業候補地の不動産の資産

評価が低いことが借入審査に影響し、第２号プロジェクト以降の開業決定に遅れが生ずることとなりました。 

この遅れが主な要因となり、計画していたホテル開業売上、不動産コンサルタントや仲介が未達に終わり、売上

高及び営業利益に不足が生じたことにより、経常利益は当初計画を下回ることとなりました。また、このことに加

えまして、翌連結会計年度に見込まれる固定資産の売却と匿名組合出資の回収不能に起因する評価損等を、特別損

失として計上いたしましたことにより、当期純損失は当初計画をさらに下回ることとなりました。 

この結果、当連結会計年度の当社グループの経営成績は、次のとおりとなりました。 

売上高5,890百万円（前連結会計年度比14.2％増）、営業損失254百万円、経常損失787百万円、当期純損失1,443

百万円であります。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①不動産事業 

当セグメントの業績は、売上高1,623百万円、営業利益526百万円となりました。 

セグメント間の取引を消去した外部顧客との取引結果は、売上高1,174百万円（前連結会計年度比2.9％増）、営

業利益80百万円となりました。 

売上高の内訳は、賃貸売上が839百万円、震災復興事業関連の企画立案や用地選定業務等による業務委託売上332

百万円であります。 

②ホテル事業 

当セグメントの業績は、売上高4,711百万円、営業損失250百万円となりました。 

セグメント間の取引を消去した外部顧客との取引結果は、売上高4,711百万円（前連結会計年度比19.1％増）、営

業利益230百万円となりました。 

売上高の内訳は、ホテルマネジメント売上が4,637百万円、震災復興事業関連のホテル開業業務委託売上が71百万

円、フランチャイズ売上が２百万円であります。 

③その他の事業 

当セグメントの業績は、売上高６百万円、営業損失31百万円となりました。 

その他の事業の内訳は、報告セグメントに含まれない旅行業等の事業であります。 

  

次期の見通しにつきましては、売上高9,750百万円、営業利益550百万円、経常利益200百万円、当期純利益200百

万円であります。 

営業成績の見通しの内訳は次のとおりであります。 

ホテル事業が、売上高7,070百万円、売上総利益6,360百万円であります。不動産事業が、売上高2,530百万円、売

上総利益760百万円であります。 

１．経営成績



（２） 財政状態に関する分析                 

①資産、負債、純資産の状況に関する分析 

当連結会計年度末の当社グループの総資産は17,984百万円となりました。これは、前連結会計年度末より987百万

円の減少であります。主な要因は、固定資産売却見込みに伴う減損損失の計上などによる土地157百万円及び建設仮

勘定91百万円の減少、投資有価証券の回収不能見込みによる時価評価に伴う評価損の計上などによる投資有価証券

669百万円の減少によるものであります。 

負債合計は15,157百万円となりました。これは、前連結会計年度末より376百万円の増加であります。主な要因

は、ホテル開業による未払費用176百万円の増加、前受金263百万円の増加、借入金（短期借入金、長期借入金及び

１年内返済予定の長期借入金）の返済による114百万円の減少などであります。 

純資産合計は、2,827百万円となりました。これは、前連結会計年度末より1,363百万円の減少であります。主な

要因は、新株予約権が行使された事による資本金と資本剰余金の合計40百万円の増加と利益剰余金1,402百万円の減

少によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ106百万円増加し、当連結会計年度末には517百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における営業活動による資金は、100百万円（前年同期は322百万円のマイナス）のプラスとなり

ました。その主な要因は、前受金の増減額による257百万円の増加、前渡金の増減額96百万円の減少などによるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金は、80百万円（前年同期は142百万円のプラス）のプラスとなりまし

た。その主な要因は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入100百万円の増加などによるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金は、74百万円（前年同期は105百万円のプラス）のマイナスとなりま

した。その主な要因は、短期借入金の返済による支出136百万円及び短期借入れによる収入48百万円との差額などに

よるものであります。 

当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は下記のとおりであります。 

 自己資本比率：自己資本 /総資産 

 時価ベースの自己資本比率:株式時価総額/総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 

 （注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

 （注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しています。 

 （注３）キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ています。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としています。また利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用

しています。 

 （注４）平成23年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオにつき

ましては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載を省略しています。 

  

 (３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当  

当社グループは、株主の皆様に対する利益配分を最重要課題とし、未処理損失の解消を最優先事項とし、収益構

造の再構築のためのビジネスモデルの転換を図っております。しかしながら次期におきましても、未処理損失の解

消には至らない見通しとなっております。 

このため当期及び次期の配当につきましては無配とさせて頂きます。株主の皆様には誠に遺憾なことと深くお詫

び申し上げます。 

  

  平成23年3月期 平成24年3月期  

 自己資本比率（％）  22.1  15.7

 時価ベースの自己資本比率（％）  10.3  14.9

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  －  133.4

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  0.4



 (４）継続企業の前提に関する重要事象等 

当連結会計年度において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項及び重要事象等（提出会社が将

来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提出会社の経営に

重要な影響を及ぼす事象）には、以下のようなものがあります。 

 なお、 以下の記載は当社株式への投資に関するリスク全てを網羅するものではありません。また、重要事象等を

改善するための対応策につきましては、３．経営方針「（４）会社の対処すべき課題」をご参照ください。 

①不動産事業 

a不動産市況の動向 

当社グループの業績は、景気後退や供給過剰等によるビル市場において賃料水準の低下や空室率の上昇が

起こるケース、また、景気後退やそれに伴う雇用環境等の悪化による住宅市場において顧客の購買意欲の減

退が起こるケース等、不動産市況の動向が当社グループの事業展開、業績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

b不動産関連法的規制等の制定・改定 

当社グループは、不動産業者として「宅地建物取引業法」に基づく免許を受け事業を行うとともに、不動

産売買、賃貸、管理、開発等の関連の法的規制を受けております。また、ＳＰＣを使用した不動産投資等の

一部では「特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律」等による規制を受けるなど、業容の拡大に

より新たな法的規制を受けることになります。 

今後は、これらの規制の改廃や新たな法的規制が設けられるケースには、資産の保有、取得、売却等に係

るコストの増加、またこれらの要因による顧客の購買意欲の低下等により、当社グループの事業展開・業績

が影響を受ける可能性があります。 

c金利の変動 

当社グループは、投資不動産に関する資金について、自己資金のほか金融機関からの借入による安定的な

資金調達を行っております。その多くは金利を固定化し、金利変動による影響を極力少なくするべく対処を

しておりますが、金利が上昇した場合には、当社グループの事業展開・業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

また、ＳＰＣを通じた投資についてもその配当額はノンリコースローンによるレバレッジが効いておりま

すが、今後調達する新規ローンについての調達コストが上昇すれば、配当利回りは低下いたします。 

 d資金調達の不調 

当社グループは、投資不動産に関する資金について、自己資金のほか金融機関からの借入による安定的な

資金調達を行っております。また、売却先も多くの場合に、借入を前提とした決済を行います。 

 経済情勢の変化や、当社グループもしくは取引先の与信、不動産価値の下落、想定利回りの下落など、さ

まざまな理由により当社グループや取引先の資金調達が不調に終わった際に、新たな売却や借換え、期限の

延長などができない場合に、当社グループの事業展開、業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

②ホテル事業 

 a自然災害や伝染病の発生 

 当社グループの運営受託しているホテルが、大規模地震や自然災害の発生により、建物や施設に損害を被

り、一時的な営業停止による売上減が発生する可能性があります。また、広域の伝染病の流行により、旅行

や団体行動に制限が生じ、売上減が発生する可能性があります。 

 b賃貸不動産の中途解約 

 当社グループが一括借上している建物のオーナーが、経済情勢等の理由により賃貸契約を継続できなくな

った場合に、売上の減少や特別損失が発生する可能性があります。 

 c食中毒等の事故 

 当社グループの運営するホテルは、安全衛生には充分な配慮を行なっておりますが、万が一に事故が発生

した場合などに、一時的な営業停止や評判の悪化により、売上減が発生する可能性があります。 

③全事業 

 a継続的な営業損失の発生及び重要な損失の計上 

当社グループは、世界的な経済環境の悪化により売上高が著しく減少し、重要な当期純損失を計上してお

ります。またその後の国際問題や自然災害の発生等に起因する経済の停滞により、継続的な営業損失が発生

しております。 

今後の事業が計画通りに進捗せず、利益剰余金の回復が進まない場合に、当社グループの与信の低下によ

り、当社グループの事業展開、業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 



 b情報管理の事故 

 当社グループが保有する個人情報や機密情報の管理保護については、社内体制を整備し厳重に行ってお

り、また情報システムの整備活用についてもデータバックアップ確保など安全対策を行っております。 

  しかし、不測の事故による情報漏洩やシステムトラブルが顕在化した場合には、当社グループの信用低下

となり、業績や財務況状及び業務処理等に影響を及ぼす可能性があります。 

c株式の希薄化 

平成22年５月21日に発行いたしました、新株予約権付証券の払込や行使が当社の期待するとおりになされ

た場合に、当社が期待している業態変換が迅速に進まないなど何らかの事由により株式価値の増大が図れな

い場合に、株式の希薄化だけに終わる可能性があります。 

  



当社グループは、当社（価値開発株式会社）及び子会社12社で構成され、不動産事業、ホテル事業を主な内容とす
る事業活動を展開しております。 
（１） 不動産事業 
    当社グループが賃貸事業、売買事業、また、将来の賃貸・売買・流動化を目的とした開発事業を行っております。

① 不動産賃貸事業   … 事務所用ビル、マンション等の賃貸・運営を行っております。 
② 不動産売買事業   … 事務所用ビル、マンション等の売買を行っております。 
③ 不動産開発事業   … 不動産市場や用地等の幅広い情報収集、調査、企画分析を行い、土地を更に価値ある  

土地に活用できるよう最良のプランをプロデュースしております。   
④ 不動産流動化事業  … 将来の証券化を目的として信託受益権を保有するSPCに対して、匿名組合出資を行って

おります。 
⑤ 不動産管理事業   … 事務所用ビルやホテルの不動産価値を高める運営管理事業を受託しております。  

（２） ホテル事業 
① マネジメント事業  …  オーナー所有のホテルを一括借上し運営を行っております。 
② コンサルタント事業… 開業指導や既存案件の改善を行っております。 
③ オペレーション事業…  ホテルの運営を受託し運営を行っております。  
④ フランチャイズ事業… ベストウェスタンホテルのフランチャイズ加盟業務を行っております。 

  
 事業の系統図は次のとおりであります。 

２．企業集団の状況



（１）会社の経営の基本方針 

平成23年３月期決算短信（平成23年５月13日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.kachikaihatsu.co.jp/ 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、平成27年３月期に連結ROEを10％以上とする、新事業計画を策定してまいります。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

資産保有型で不動産販売の依存度が高い経営から、ホテルマネジメントを柱とするフィービジネスへの転換を、

平成27年３月期までに完成させることが、中長期的に最も重要な経営戦略と考えております。  

（４）会社の対処すべき課題 

①当社グループの現状の認識について 

長らく停滞してきた不動産市場については、安全資産を志向する海外投資家の動向に牽引される形で反転の兆し

が見えてきたと認識いたしております。当社グループは、信託受益権設定可能な優良資産を多く保有しており、資

産処分の好機が近づいていると認識いたしております。 

ホテル事業については、観光立国の実現が国策に据えられたことに象徴されるように、数少ない成長分野である

と認識いたしております。一方で、円高や原発問題によるビジネス需要や訪日観光客の減少は長引くものと予想

し、マーケットは飽和状態であり新規受託のペースは鈍化する可能性があると認識いたしております。ただし、東

日本大震災の復興需要が見込まれる東北３県においては、宿泊需要は拡大し継続するものと認識いたしておりま

す。 

②当面の対処すべき課題の内容 

不動産事業においては、賃料収入など一定の収益が見込める事業を基礎としつつ、有利子負債を段階的に圧縮し

ながら再構築していくことが当面の課題であります。 

ホテル事業においては、マスターリースや業務委託などの自社オペレーションと、ベストウェスタンブランドに

よるフランチャイズ展開により、グループホテルの棟数を増加させること、同時に、新規受託鈍化の懸念もあるた

め、既存ホテルの採算性をさらに高めること、これらが当面の課題であります。 

同時に、今後需要の増加が予想される、震災後の復興事業に関連した不動産及びホテル事業のサービスの提供と

新商品の開発に取り組むことが当面の課題であります。 

これらをとおして、資産保有型で不動産販売の依存度の高い経営から、ホテルマネジメントを柱とするフィービ

ジネスへの転換を円滑かつ迅速に進めることが、当社グループの当面の最重要課題であります。 

③対処方針 

不動産事業においては、保有不動産の稼働率の向上に注力しつつ、返済計画の長期化への努力をしてまいりま

す。同時に、事業計画の目途が立たない更地や、収益性の低い物件の処分を進めてまいります。また、反転の兆し

が見えてきた不動産市場において、企画や仲介などの売上を増加させてまいります。 

ホテル事業においては、資産を保有しないホテルマネジメント事業やホテルフランチャイズ事業を一層積極的に

推進し、直営ホテル棟数の拡大を図ってまいります。そのための重要な施策として、震災復興事業従事者向けの中

長期滞在型宿泊施設『バリュー・ザ・ホテル』事業の展開を進めてまいります。また、東北地方以外のホテル受託

の鈍化懸念に対処するため、海外での展開や、管理方法の合理化などを進めてまいります。 

なお、今後の事業拡大及び迅速化のための資金につきましては、不動産事業による借入れが当社与信枠を圧迫し

ている現状において直接金融に頼らざるを得ず、株価動向に配慮した新株予約権付転換社債や新株予約権の発行な

どにより、調達してまいりたいと考えております。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 591,315 675,164

受取手形及び売掛金 304,353 275,326

有価証券 279 279

商品 5,243 13,712

原材料及び貯蔵品 14,336 17,701

前渡金 275,635 256,413

その他 305,054 339,054

貸倒引当金 △31,206 △24,565

流動資産合計 1,465,010 1,553,084

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,101,571 4,068,550

減価償却累計額 △706,079 △849,962

建物及び構築物（純額） 3,395,492 3,218,588

機械装置及び運搬具 7,155 23,757

減価償却累計額 △566 △2,609

機械装置及び運搬具（純額） 6,588 21,147

工具、器具及び備品 336,428 354,423

減価償却累計額 △213,909 △245,403

工具、器具及び備品（純額） 122,519 109,020

土地 4,050,656 3,894,144

リース資産 236,594 259,246

減価償却累計額 △121,551 △160,744

リース資産（純額） 115,042 98,502

建設仮勘定 201,188 109,856

有形固定資産合計 7,891,484 7,451,259

無形固定資産   

のれん － 44,766

ソフトウエア 13,296 20,706

その他 6,267 5,972

無形固定資産合計 19,563 71,445

投資その他の資産   

投資有価証券 703,809 34,914

長期貸付金 5,552 5,552

長期前払費用 149,164 246,000

投資不動産 8,918,842 8,919,175

減価償却累計額 △544,595 △699,024

投資不動産（純額） 8,374,247 8,220,150

その他 410,935 412,680

貸倒引当金 △48,495 △11,250

投資その他の資産合計 9,595,212 8,908,046

固定資産合計 17,506,259 16,430,750

資産合計 18,971,269 17,983,834



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 91,093 81,406

短期借入金 7,090,325 7,002,701

1年内返済予定の長期借入金 1,326,093 2,714,094

リース債務 35,528 36,827

未払費用 115,590 291,321

未払法人税等 26,192 17,400

賞与引当金 19,894 6,000

その他 228,589 610,486

流動負債合計 8,933,304 10,760,236

固定負債   

長期借入金 4,956,045 3,541,995

リース債務 79,514 62,091

繰延税金負債 119,611 127,692

再評価に係る繰延税金負債 50,395 44,140

預り敷金・保証金 310,041 309,429

退職給付引当金 3,735 11,575

役員退職慰労引当金 134,412 169,270

その他 193,535 130,088

固定負債合計 5,847,288 4,396,280

負債合計 14,780,591 15,156,516

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,857,769 5,877,619

資本剰余金 4,199,157 4,219,007

利益剰余金 △5,938,835 △7,341,151

自己株式 △2,962 △2,962

株主資本合計 4,115,129 2,752,513

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 10 10

土地再評価差額金 73,456 79,710

為替換算調整勘定 △4,682 △6,316

その他の包括利益累計額合計 68,783 73,404

新株予約権 6,766 1,400

純資産合計 4,190,678 2,827,317

負債純資産合計 18,971,269 17,983,834



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 5,156,299 5,890,384

売上原価 1,181,720 1,282,314

売上総利益 3,974,580 4,608,070

販売費及び一般管理費 4,139,200 4,861,683

営業損失（△） △164,620 △253,613

営業外収益   

受取利息 30,484 29,087

受取配当金 88 75

負ののれん償却額 12,407 12,407

預り敷金保証金償却益 23,335 23,335

違約金収入 534,000 －

その他 57,932 12,843

営業外収益合計 658,246 77,748

営業外費用   

支払利息 380,288 371,303

投資事業組合運用損 60,702 223,997

その他 28,673 15,608

営業外費用合計 469,662 610,908

経常利益又は経常損失（△） 23,964 △786,772

特別利益   

固定資産売却益 110 －

投資有価証券売却益 539 －

貸倒引当金戻入額 6,043 －

賞与引当金戻入額 － 14,432

負ののれん発生益 － 41,369

特別利益合計 6,692 55,801

特別損失   

固定資産売却損 190,685 34,371

固定資産除却損 11,882 4,265

投資有価証券評価損 147 449,091

減損損失 － 220,331

のれん償却額 132,790 －

その他 － 56

特別損失合計 335,504 708,115

税金等調整前当期純損失（△） △304,848 △1,439,087

法人税、住民税及び事業税 13,796 △7,911

法人税等調整額 4,652 11,710

法人税等合計 18,448 3,799

少数株主損益調整前当期純損失（△） △323,296 △1,442,885

当期純損失（△） △323,296 △1,442,885



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △323,296 △1,442,885

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △9 0

土地再評価差額金 － 6,254

為替換算調整勘定 △4,682 △1,634

その他の包括利益合計 △4,691 4,621

包括利益 △327,987 △1,438,265

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △327,987 △1,438,265

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,652,219 5,857,769

当期変動額   

新株の発行 205,550 19,850

当期変動額合計 205,550 19,850

当期末残高 5,857,769 5,877,619

資本剰余金   

当期首残高 3,993,607 4,199,157

当期変動額   

新株の発行 205,550 19,850

当期変動額合計 205,550 19,850

当期末残高 4,199,157 4,219,007

利益剰余金   

当期首残高 △5,639,208 △5,938,835

当期変動額   

連結範囲の変動 － 40,570

当期純損失（△） △323,296 △1,442,885

土地再評価差額金の取崩 23,669 －

当期変動額合計 △299,627 △1,402,316

当期末残高 △5,938,835 △7,341,151

自己株式   

当期首残高 △2,887 △2,962

当期変動額   

自己株式の取得 △75 －

当期変動額合計 △75 －

当期末残高 △2,962 △2,962

株主資本合計   

当期首残高 4,003,731 4,115,129

当期変動額   

新株の発行 411,100 39,700

連結範囲の変動 － 40,570

当期純損失（△） △323,296 △1,442,885

自己株式の取得 △75 －

土地再評価差額金の取崩 23,669 －

当期変動額合計 111,397 △1,362,616

当期末残高 4,115,129 2,752,513

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 18 10

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9 0

当期変動額合計 △9 0

当期末残高 10 10



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

土地再評価差額金   

当期首残高 97,125 73,456

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,669 6,254

当期変動額合計 △23,669 6,254

当期末残高 73,456 79,710

為替換算調整勘定   

当期首残高 － △4,682

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,682 △1,634

当期変動額合計 △4,682 △1,634

当期末残高 △4,682 △6,316

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 97,143 68,783

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △28,360 4,621

当期変動額合計 △28,360 4,621

当期末残高 68,783 73,404

新株予約権   

当期首残高 5,616 6,766

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,150 △5,366

当期変動額合計 1,150 △5,366

当期末残高 6,766 1,400

純資産合計   

当期首残高 4,106,490 4,190,678

当期変動額   

新株の発行 411,100 39,700

連結範囲の変動 － 40,570

当期純損失（△） △323,296 △1,442,885

自己株式の取得 △75 －

土地再評価差額金の取崩 23,669 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △27,210 △745

当期変動額合計 84,188 △1,363,361

当期末残高 4,190,678 2,827,317



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △304,848 △1,439,087

減価償却費 398,586 404,449

のれん償却額 236,658 20,000

負ののれん償却額 △12,407 △12,407

負ののれん発生益 － △41,369

違約金収入 △534,000 －

減損損失 － 220,331

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,182 △13,317

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,408 △19,496

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,244 1,393

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 23,242 34,858

受取利息及び受取配当金 △30,572 △29,163

支払利息 380,288 371,303

投資有価証券売却益 △539 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 449,091

投資事業組合運用損益（△は益） 60,702 223,997

固定資産除売却損益（△は益） 202,456 38,636

売上債権の増減額（△は増加） △160,903 55,892

たな卸資産の増減額（△は増加） 531 △7,301

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △54,227 －

前渡金の増減額（△は増加） △10,635 △96,278

前払費用の増減額（△は増加） 20,198 △6,064

仕入債務の増減額（△は減少） 2,458 △32,549

未払法人税等の増減額（△は減少） 14,810 26,812

前受金の増減額（△は減少） △71,203 256,905

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 25,237 △9,476

その他 △121,969 2,014

小計 65,332 399,175

利息及び配当金の受取額 1,871 463

利息の支払額 △369,737 △272,012

法人税等の支払額 △19,756 △27,817

営業活動によるキャッシュ・フロー △322,288 99,808

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △145,138 △126,834

定期預金の払戻による収入 109,347 148,613

有形固定資産の取得による支出 △81,441 △85,021

有形固定資産の売却による収入 124,956 58,642

無形固定資産の取得による支出 △3,167 △14,153

投資有価証券の取得による支出 △11,700 △5,000

投資有価証券の売却による収入 540 10

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ 100,115

敷金及び保証金の差入による支出 △82,379 △59,282

その他 231,061 62,558

投資活動によるキャッシュ・フロー 142,079 79,649



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 47,893

短期借入金の返済による支出 △106,814 △135,517

長期借入金の返済による支出 △192,276 △26,049

新株予約権の行使による株式の発行による収入 129,450 39,200

新株予約権付社債の発行による収入 280,000 －

新株予約権の発行による収入 2,800 －

自己株式の取得による支出 △75 －

配当金の支払額 △74 －

その他 △8,024 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 104,987 △74,473

現金及び現金同等物に係る換算差額 △55 10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △75,278 104,994

現金及び現金同等物の期首残高 486,811 411,533

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 634

現金及び現金同等物の期末残高 411,533 517,161



    該当事項はありません。  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（保有目的の変更） 

 前連結会計年度においてたな卸資産を販売目的から保有

目的へ所有目的の変更を行いました。この変更に伴い、投

資実態をより適切に表すために投資方針等の見直しを行

い、当連結会計年度より流動資産の営業投資有価証券を固

定資産の投資有価証券へ振替えております。 

 この振替えにより営業投資有価証券が724,516千円減少

し、固定資産の投資有価証券が同額増加しております。 

（包括利益の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 

―――――  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

―――――  

  

  

  

  

  

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適

用）  

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び

過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４

日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12

月４日）を適用しております。   



前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能

であり、取締役会及び経営戦略会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討

を行う対象となっているものであります。 

当社は、当社及び子会社の構成単位に分離された財務諸表に基づき、分離された事業サービスについ

て国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。当社は、「不動産事業」及び

「ホテル事業」を報告セグメントとしております。 

「不動産事業」は、不動産の賃貸、売買、開発業務を行っております。「ホテル事業」は、ホテルマ

ネジメント、コンサルタント、オペレ－ション、フランチャイズ業務を行っております。   
  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失ベースの数値であります。 

セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格に基づいております。    
  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業等を含んでおりま

す。 

２．調整額は、以下のとおりであります。 

  ・売上高は、セグメント間取引消去額であります。 

  ・セグメント利益は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の一般管理費であります。 

  ・セグメント資産は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の全社資産であり、主なもの

は、運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産でありま

す。 

  ・減価償却費は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門の減価償却費でありま

す。 

  ・固定資産の増加額は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門の設備投資額で

あります。 

３．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

  

（７）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
  

調整額  

 （注）２ 
連結財務諸
表計上額

不動産事業 
ホテル
事業 

計

売上高             

外部顧客への売上高 1,140,302 3,955,869 5,096,171 60,128 5,156,299 － 5,156,299 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 350,136 － 350,136 － 350,136 △350,136 － 

計 1,490,438 3,955,869 5,446,307 60,128 5,506,435 △350,136 5,156,299 

セグメント利益 

又は損失（△） 
359,095 △27,554 331,541 10,385 341,925 △506,545 △164,620 

セグメント資産 16,708,711 1,109,449 17,818,160 8,550 17,826,710 1,144,559 18,971,269 

その他の項目    

減価償却費 567,963 42,524 610,486 97 610,583 6,843 617,427 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
4,547 78,512 83,059 377 83,436 1,172 84,608 



当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能

であり、取締役会及び経営戦略会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討

を行う対象となっているものであります。 

当社は、当社及び子会社の構成単位に分離された財務諸表に基づき、分離された事業サービスについ

て国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。当社は、「不動産事業」及び

「ホテル事業」を報告セグメントとしております。 

「不動産事業」は、不動産の賃貸、売買、開発業務を行っております。「ホテル事業」は、ホテルマ

ネジメント、コンサルタント、オペレ－ション、フランチャイズ業務を行っております。   
  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失ベースの数値であります。 

セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格に基づいております。 
  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業等を含んでおりま

す。 

２．調整額は、以下のとおりであります。 

  ・売上高は、セグメント間取引消去額であります。 

  ・セグメント利益は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の一般管理費であります。 

  ・セグメント資産は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の全社資産であり、主なもの

は、運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産でありま

す。 

  ・減価償却費は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門の減価償却費でありま

す。 

  ・固定資産の増加額は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門の設備投資額で

あります。 

３．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
  

調整額  

 （注）２ 
連結財務諸
表計上額

不動産事業 
ホテル
事業 

計

売上高             

外部顧客への売上高  1,173,654  4,710,779  5,884,433  5,951  5,890,384  －  5,890,384

セグメント間の内部
売上高又は振替高  448,920  －  448,920  －  448,920  △448,920  －

計  1,622,574  4,710,779  6,333,353  5,951  6,339,304  △448,920  5,890,384

セグメント利益 

又は損失（△） 
 526,008  △249,784  276,224  △31,459  244,765  △498,377  △253,613

セグメント資産  16,252,016  1,340,514  17,592,530  7,426  17,599,956  383,878  17,983,834

その他の項目    

減価償却費  352,207  46,522  398,729  193  398,922  6,863  405,784

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
 32,353  64,676  97,029  488  97,517  1,656  99,173



前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

報告セグメントと同一区分なため、記載を省略しております。   

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。  

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。   

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を占

めるものがないため、記載を省略しております。   

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

報告セグメントと同一区分なため、記載を省略しております。   

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。  

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。   

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を占

めるものがないため、記載を省略しております。   

  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

                                           （単位：千円）

  

ｂ．関連情報

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  不動産事業 ホテル事業 その他  全社・消去  合計  

 減損損失  －  －  －  220,331  220,331



前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：千円）

  

なお、平成21年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以

下のとおりであります。 

（単位：千円）

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円）

  

なお、平成21年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以

下のとおりであります。 

（単位：千円）

  

  

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。   

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 当連結会計年度におけるホテル事業において、41,369千円の負ののれん発生益を計上しております。これ

は、ホテル事業のエリア戦略の充実を図ることと事業拡大を推進するため、㈱ホテルプリシード名古屋の全

株式を取得したことによるものであります。 

  

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  不動産事業 ホテル事業 その他  全社・消去  合計  

 当期償却額 236,658  －  －  －  236,658  

 当期末残高 20,000  －  －  －  20,000  

  不動産事業 ホテル事業 その他  全社・消去  合計  

 当期償却額 854  11,553  －  －  12,407  

 当期末残高  1,566 29,846  －   － 31,411  

  不動産事業 ホテル事業 その他  全社・消去  合計  

 当期償却額  20,000  －  －  －  20,000

 当期末残高  －  63,770  －  －  63,770

  不動産事業 ホテル事業 その他  全社・消去  合計  

 当期償却額  854  11,553  －  －  12,407

 当期末残高  712  18,293  －  －  19,004

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（株式取得による会社等の買収） 

当社完全子会社である株式会社フィーノホテルズは、平成23年４月１日付けにて、下記のとおり全株式取得に

よる子会社化をいたしました。 

(1) 株式取得の目的 

ホテル事業のエリア戦略の充実を図ることと事業拡張を推進するため。 

(2) 株式取得の相手会社の名称  

大成建設株式会社 

(3) 子会社の概要 

① 商号      株式会社ホテルプリシード名古屋 

② 設立年月日   平成３年５月１日 

③ 本店所在地   愛知県名古屋市中区栄四丁目６番１号 

④ 資本金     10,000千円 

⑤ 会社の目的   ・ホテル、レストランの経営 

              ・不動産の売買、賃貸及び管理ならびにその代理及び媒介 

              ・その他、付帯または関連する一切の事業 

(4) 株式取得の時期 

平成23年４月１日 

(5) 取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

            取得株式      400株 

            取得価額      400円 

            取得後の持分比率   100％ 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 円 07銭49

１株当たり当期純損失金額 円  銭3 94
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 円  銭32 67

１株当たり当期純損失金額 円  銭16 92

  
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当期純損失（千円）  323,296  1,442,885

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る当期純損失（千円）  323,296  1,442,885

期中平均株式数（株）  82,135,716  85,299,224

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

平成17年６月29日定時株主総会

決議新株予約権 個、平成20年
２月13日取締役会決議新株予約権

個及び平成22年５月21日取締役

会決議新株予約権 個。 

1,140

987

19

平成17年６月29日定時株主総会

決議新株予約権 個及び平成22
年５月21日取締役会決議新株予約

権 個。 

1,138

14

（重要な後発事象）



当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

平成24年３月28日開催の取締役会の決議により、第三者割当による新株式を発行し、平成24年４月13日に払込が完了

いたしました。 

  

 当社代表取締役社長阿部裕二割当分 

(1) 発行する株式の種類及び数 普通株式3,448,000株 

(2) 発行価額         １株につき29円 

(3) 発行価額の総額           99,992,000円 

(4) 資本組入額        １株につき14.5円 

(5) 資本組入れの総額         49,996,000円 

(6) 募集又は割当方法     第三者割当増資の方法による 

(7) 申込日          平成24年４月13日 

(8) 払込日          平成24年４月13日 

(9) 割当先及び割当株数    阿部裕二 3,448,000株 

(10) 資金の使途        震災復興支援事業プロジェクト必要資金 

(11) その他          阿部裕二割当分に係る募集の決議及び議決権を付与する決議には、 

   同人は特別の利害関係を有するため参加しておりません。 

  

 当社代表取締役社長阿部裕二以外の割当分 

(1) 発行する株式の種類及び数 普通株式15,775,000株 

(2) 発行価額         １株につき27円 

(3) 発行価額の総額           425,925,000円 

(4) 資本組入額        １株につき13.5円 

(5) 資本組入れの総額         212,962,500円 

(6) 募集又は割当方法     第三者割当増資の方法による 

(7) 申込日          平成24年４月13日 

(8) 払込日          平成24年４月13日 

(9) 割当先及び割当株数    築キャピタル株式会社          3,333,000株 

                             境勝則                         1,481,000株 

               株式会社トーショウビルサービス 1,481,000株 

                             三浦波夫                       1,000,000株 

                        木下雅勝            1,000,000株 

                          小川久哉                       1,000,000株 

                            小川智美                       1,000,000株 

                             豊栄建設株式会社                 600,000株 

                             大河原毅                         600,000株 

                             大河原愛子                       600,000株 

                             杉コーポレーション有限会社       555,000株 

                             坂野嘉彦                         500,000株 

                             柏﨑愼悟                         500,000株 

                             澁谷憲三                         370,000株 

                             桐野敏博                         370,000株 

                             岩崎清治                        300,000株 

                             岩崎清隆                         300,000株 

                             勝島利美                         300,000株 

                             田村経一                         185,000株 

                             服部裕子                         150,000株 

                             小笠原康正                       150,000株 

(10) 資金の使途        震災復興支援事業プロジェクト必要資金 

  



  

(1）役員の異動  

   ①代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

  

 ②その他の役員の異動 

該当事項はありません。 

    

(2）その他 

当社は、本日、平成24年３月期決算短信を開示いたしましたが、開示後に決算説明会を開催いたします。  

その時に使用いたします資料は、当社ホームページ（http://www.kachikaihatsu.co.jp）に掲載しております。 

  

５．その他
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